
 

 

公健法に基づく公害保健福祉事業への「禁煙治療の費用の 
助成に関する事業」（仮称）の新設について 

 

１．背景 

喫煙は、気道の炎症等によりぜん息症状を増悪させること、ステロイドなどの

ぜん息治療薬の効果を弱めることから、公健法に基づく被認定者の禁煙治療は、

健康の回復や認定疾病の被害の防止に資すると考えられる。 

被認定者の禁煙指導については、これまで、公害保健福祉事業のうち「リハビ

リテーションに関する事業」及び「家庭における療養の指導に関する事業」にお

いて、医師等の講演会、パンフレットの配布、保健師の指導等が行われてきた。 

一方、近年の禁煙治療では、平成 18 年から健康保険が適用になるなど、医師

の指導による医薬品を用いた禁煙治療プログラムによる方法が一般的になってい

るが、これには公健法の医療費の適用が受けられないことから、被認定者の自己

負担が生じており、対応を求める声があった。 

 

２．禁煙治療助成事業の新設 

（１）事業概要 

このような状況を受け、今般、被認定者の禁煙を促進する目的で、公害保健福

祉事業の対象に「禁煙に係る治療の費用の助成に関する事業（仮称）」を位置づ

けることとし、一定額を上限として医療費の自己負担分を助成しようとするもの

である。 

 

（２）開始時期 

  令和５年度中に本事業の詳細についての検討、公健法施行令第 25 条第５号に基

づく告示の改正、予算要求、関係自治体の準備等を行い、令和６年度から本事業を

開始することとしたい。 

 

 

（参考１）公害保健福祉事業について 

  公害保健福祉事業は、公健法第 46 条に基づき、被認定者の健康を回復させる

等により、福祉を増進し、並びに指定疾病による被害を予防することを目的とし

て、地方自治体が実施するものである。 
（参考） 
【公害健康被害の補償等に関する法律第４６条第１項】 
都道府県知事又は第４条第３項の政令で定める市の長は、指定疾病によりそこなわれた被

認定者の健康を回復させ、その回復した健康を保持させ、及び増進させる等被認定者の福祉
を増進し、並びに第一種地域又は第二種地域における当該地域に係る指定疾病による被害を
予防するために必要なリハビリテーションに関する事業、転地療養に関する事業その他の政
令で定める公害保健福祉事業を行なうものとする。 
【政令第２５条】 
法第４６条第１項の政令で定める公害保健福祉事業は、次に掲げる事業とする。 
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１ リハビリテーションに関する事業 
２ 転地療養に関する事業 
３ 家庭における療養に必要な用具の支給に関する事業 
４ 家庭における療養の指導に関する事業 
５ 各号に掲げるもののほか、被認定者の福祉を増進し、又は指定疾病による被害を予防
するために必要な事業で環境大臣が定めるもの 

（インフルエンザに係る予防接種の費用の助成に関する事業が告示で定められている） 

 

 

（参考２）制度のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関・薬局 

（禁煙治療・処方） 

被認定者（旧一種地域） 

環境省 環境再生保全機構 

①事業の 

申請・承認 

（年度ごと） 

⑦精算 

(年度ごと) 

③受診 

（自己負担分支払） 

②制度の周知・

広報 

 

領収書 

 ⑤自己負担分を請求 

（領収書等を添付） 

 

⑥支給 

申請 承認 請求 納付  

④領収書・明細

書の発行 

旧一種地域自治体 
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